
 

小国支援学校 令和４年度（２０２２年度）学校評価表 

１ 学校教育目標 
児童生徒一人一人の個性と特性に応じた適切な指導を行い、調和のとれた心豊かでたくま

しい児童生徒を育成する。 

 

２ 本年度の重点目標 
①個に応じた指導及び支援の充実      ②キャリア教育の充実 
③いじめの防止・人権教育の推進      ④安心安全な学習環境と防災教育の充実 
⑤保護者及び悠愛との連携強化       ⑥交流及び共同学習の充実 
⑦学校改革の推進             ⑧センター的機能の充実 
⑨学校裁量予算及び学校徴収金の適切な執行 ⑩地域とともにある学校づくり 

 

３ 自己評価総括表 
  評価項目 

評価の観点 具体的目標 具体的方策 評価 成果と課題 
大項目 小項目 

 
学校 
経営 
 

学校への
信頼の向
上 
 
 
 
 
 
 
 
 

信頼される学校
づくりへの取組
が行えたか。 

①人権を尊重
する意識を向
上させる。 

①具体的な場
面を設定した
研修を実施す
る。 

Ｂ ①不祥事防止研修
等において、参加・
体験型研修を実施
し、自分事として考
える研修を実施す
ることができた。 
 

 ②不適切指導
防止の徹底を
図る。 

②振り返りチ
ェックシート
の活用と、複
数での指導と
その指導の振
り返りを実施
する。 
 

Ａ ②各学期に、振り返
りチェックシート
を使い各自での振
り返りを行うとと
もに、結果をもとに
各学部で指導の振
り返りを実施する
ことができた。 
 

業務の改
善 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

家庭・地域・関係
機関等との連携
が図れたか。 

①学校の取組
を支持しても
らえる土壌づ
くりを行う。 

①サポートセ
ンター悠愛と
の適切な情報
共有を図る。 
 

Ｂ ①毎月実施する予
定であった情報交
換会については、新
型コロナ感染症の
影響もあり、毎月実
施することができ
なかった。 
 

 ②小国郷の取
組に積極的に
関わりを持つ
と共に、情報
発信を行う。 

②ＳＤＧｓへ
の取組に対し
て、本校の関
わりを充実す
る。 
 

Ｂ ②ユニセフが実施
する研修会におい
て、本校の取組につ
いて情報提供をす
ることができた。 

働き方改
革 
 
 
 
 
 
 
 

職員が、業務に
対して「チーム
学校」の一員と
しての意識を持
って、取り組む
ことができたか。 

業務の「見え
る化」作業を
更に進め、業
務の精選の議
論を深める。 
 

学校行事等の
目的について、
全体のバラン
スを見た上で
の議論を行う。 

Ｃ 業務の「見える化」
の作業を進めるこ
とができた。 
ただ、新型コロナ

感染症に伴う変更
への対応が多くな
り、業務の精選の議
論を深めることは
できなかった。 
 

在校時間の上限
を意識した業務
遂行ができたか。 

職員が主体的
に業務改革に
取り組む意識
を持ち、実践
する。 

タイムカード
を使った在校
時間の把握を
行うと共に、
業務の進め方
に対する力を
付けさせる。 

Ａ タイムカードを使
った在校時間の把
握を行う中で、在校
時間の平均及び最
長時間等について、
縮減することがで
きた。 



 
授業の 
充実 
 

学習評価
の充実 
 

児童生徒一人一
人の実態に応じ
た目標設定及び
評価を行うこと
ができたか。 
 
 

①教師一人一
人が３観点で
の目標設定を
行い、評価を
行うようにす
る。 
 
 

①目標設定及
び評価に関す
る全体研修を
実施する。 

Ａ 
 

①３観点での目標
設定についての研
修を実施すること
ができた。 
また、個別の指導

計画や各教科の年
間指導計画につい
ては、３観点で目標
設定および評価を
実施することがで
きた。 
 

 ②評価の時間
を適切に設け
て評価を実施
する。 
 

②月に１回学
部ごとに授業
評価の時間を
設定して、評
価の定着を図
れるようにす
る。 

Ｃ ②月に１回学習評
価の日を設定し学
習評価を実施する
ことができた。 
ただ、時間の確保

が難しい月もあり、
月によっては実施
できない学部があ
り、定着を図ること
はできなかった。 
 

カリキュ
ラムマネ
ジメント
の実施 

各学部で授業や
単元計画の振り
返りを行いなが
ら、教育課程の
検討を行うこと
ができたか。 

①各学部での
学習評価から、
次年度の教育
課程について
の検討を行う。 

①各学部共通
の検討事項と
して、「目標」
「授業時数」「
取り扱った内
容」等が適切
だったのか学
部で検討する
時間を設ける。 
 

Ｂ ①各学部の実情に
応じて振り返りを
行うことができた。
 また、教育課程に
関するアンケート
を実施し、それをも
とに次年度の教育
課程について検討
を行うこともでき
た。 
 

 ②各学部で教
育課程の検討
を行ったもの
から教育課程
検討委員会へ
とつながる仕
組みづくりを
行う。 
 

②教育課程編
成においてい
つ誰がどのよ
うにかかわる
のかを明確に
提示し、全職
員で教育課程
改善に取り組
む基盤を作っ
ていく。 
 

Ｂ ②各学部で検討を
行う前には、その回
に取り組むことに
ついて説明するな
どし、教務部が主体
となって検討を進
めることができた。 
 また、新たに取り
組む内容に関して
は研修等を実施す
ることで、教育課程
改善に全職員で取
り組む基盤を作る
ことができた。 
 

 
キャリ 
ア教育 
(進路 
指導) 

進路先の
確保 
 

生徒一人一人の
多様なニーズに
応じた進路先の
確保につながる
取組ができたか。 

①校内・現場
実習の充実を
図る。 
 

①多様なニー
ズに応じた実
習実施につい
て課題点を挙
げ、次年度に
向けて具体的
に改善を図る。 

Ａ ①本人および保護
者のニーズを把握
できるよう、担任教
師と連携を取り情
報の共有に努める
ことができた。 
また、実習期間や

実習時間、職種等に
ついては、本人の現
状と照らし合わせ
て設定することが
できた。 
 さらに、計画的に
臨時の実習を設定
することができた。 
 



 ②保護者及び
関係機関との
連携を図る。 
 

②高等部３年
生については、
早期の進路決
定を図ると共
に、卒業後を
見据え、社会
福祉サービス
の利用へつな
ぐ。 
 

Ｃ ②卒業後の福祉サ
ービス利用につい
て、福祉課や事業所
等と関係づくりを
行った上で、ケース
会議を実施するこ
とができた。 
ただ、サービスを

利用するには保護
者の手続きが必要
なものがあること
については、十分に
周知することはで
きなかった。 
 

 ③進路に関す
る情報提供を
行う。 
 

③特進連等か
らの最新の情
報を定期的に、
生徒・保護者・
職員へ提供す
る。 

Ｃ ③進路に関する情
報を職員間で共有
することができた。 
ただ、生徒や保護

者への情報提供に
ついては、定期的な
発信を行うことが
できなかった。 
 

キャリア
教育の充
実 
 

小・中・高各学部
の発達段階に応
じた授業実践が
できたか。 

キャリアパス
ポートの定着
を図る。 
 

キャリアパス
ポートについ
ての職員研修
を行う。 

Ｂ キャリアパスポー
トの作成意義につ
いて、職員間で共通
認識を持つことが
できた。 
ただ、キャリアパ

スポートの中で取
り扱う内容につい
て、各学部内や学部
間における関連性
や系統性を持たせ
ることはできなか
った。 
 

職員の指
導力の向
上 
 

進路指導に係る
専門性の向上を
図ることができ
たか。 
 

①他校の取組
についての情
報を集める。 
 

①他校の進路
担当者から、
進路指導に関
する取組の情
報を集める。 

Ｂ ①進路指導主事の
会議等において、機
会をとらえて他校
の取組等の情報を
集めることができ
た。 
 

 ②本校の取組

の充実を図る。 
 

②年間計画作
成及び進路の
業務マニュア
ル化を行うと
ともに、職員
一人一人が持
つ情報量を増
やす取組を行
う。 
 

Ｂ ②今年度の年間計
画を、保護者および
職員へ配付し説明
を行うことができ
た。 
また、担任及び進

路指導部が随時入
力することで、生徒
一人ひとりの進路
情報をファイルに
まとめることがで
きた。このファイル
を使って情報の共
有を図ることもで
きた。 
 
 



生徒一人一人の
多様なニーズに
応じた進路先の
確保につながる
取組ができたか。 

①校内・現場
実習の充実を
図る。 
 

①多様なニー
ズに応じた実
習実施につい
て課題点を挙
げ、次年度に
向けて具体的
に改善を図る。 

Ａ ①校内実習につい
ては、新規で協力先
を開拓することが
できた。 
また、提供された

資材提供に合わせ
て教具を作成し、幅
広い生徒が取り組
めるように工夫す
ることができた。 
 

 ②保護者及び
関係機関との
連携を図る。 
 

②高等部３年
生については、
早期の進路決
定を図ると共
に、卒業後を
見据え、社会
福祉サービス
の利用へつな
ぐ。 

Ｂ ②コロナ禍のため、
見極めの実習の延
期が続いた生徒も
いたが、保護者へ早
い段階で啓発を行
うことで、進路先の
希望を絞ることが
できた。 
また、関係機関と

の連携においては、
今後の見通しにつ
いて情報共有を行
うことができた。 
 

 
生徒 
(生活) 
指導 

安全教育
の充実 
 
 

職員が、一人一
人の児童生徒の
状況を理解した
上で、適切な対
応をすることが
できたか。 

所属学部以外
の児童生徒に
ついて理解を
深め、適切な
対応を図る。 

①年度初めに
児童生徒理解
研修を実施し
情報交換の場
とする。 
 
②児童生徒の
成長や環境の
変化等に応じ
て共通理解が
必要な際は、
朝会を活用し
て、全職員に
適宜周知を行
う。 
 

Ｂ ①年度当初に研修
を設定し、全職員で
児童生徒の情報共
有を行うことがで
きた。 
 
②全体での共通理
解が必要な情報に
関しては、朝会等を
活用し迅速に周知
し、共通理解を図る
ことができた。 

児童生徒が、自
分自身の安全に
対する意識を向
上させることが
できたか。 

①毎月の信号
週間や登校指
導の充実を図
る。 
 

①小国警察署
と連携し、学
習する場を設
定する。登校
指導時に気づ
いたことや指
導した内容等
を共通理解で
きるよう、記
録ファイルを
活用する。 
 

Ｃ ①毎月、警察官から
信号の渡り方につ
いて直接指導をし
てもらうことで、児
童生徒の安全意識
を向上させること
ができた。 
ただ、記録ファイ

ルについては有効
活用することはで
きなかった。 

 ②児童生徒自
身の交通安全
に対する意識
を高める。 

②年間計画に
月１回のバス
通学生のマナ
ー指導を設定
する。登校指
導の際に出た
課題から指導
内容を決定し、
実践を交えた
指導を行い安
全意識の向上
を図る。校外

Ｂ ②月１回のマナー
指導を設定すると
ともに、登校指導時
に見られた課題を
指導に活かすこと
ができた。また、小
国警察署と連携し、
交通安全教室を実
施することができ
た。なお、学部と連
携し、安全教育で学
んだことの実践の



学習等を実践
の場とし、指
導の成果を検
証する。 
 

場として、校外学習
に取り組むことが
できた。 

児童生徒
会活動の
充実 

児童生徒会の活
動において、児
童生徒が自身の
持てる力を発揮
して取り組むこ
とができたか。 

全校集会や委
員会活動等の
児童生徒会活
動において、
児童生徒自身
が持てる力を
発揮して取り
組めるように
する。 

児童生徒の実
態に応じて活
動の内容や方
法、進行等を
見直し、担当
職員と共通理
解を図りなが
ら改善と工夫
を行う。児童
生徒が意欲的
に取り組むこ
とができるよ
う、実態に応
じて縦割り班
を編制する。 
 

Ｂ 児童生徒の実態に
応じて活動内容や
役割分担を考え、生
徒主体での全校集
会を行うことがで
きた。歓迎遠足にお
いては、縦割り班を
編制して活動する
ことで、児童生徒に
学部や学年を超え
て意欲的に活動に
取り組ませること
ができた。 

 
人権教 
育の推 
進 

人権尊重
の精神に
立った学
校づくり
の推進 
 

職員の人権問題
に対する基本的
認識を高めるこ
とができたか。 

計画的に研修
を行うととも
に、教職員同
士のお互いの
教育実践につ
いての日常的
な意見交流を
増やす。 
 

人権教育推進
委員会におい
て研修内容の
検討を行い、
教職員全体で
取り組む。ま
た、研修で学
んだことや授
業での児童生
徒の様子につ
いて情報を共
有する。 
 

Ｃ 校内研修で同和問
題や障害者の人権
について学ぶ機会
を設定し、職員一人
一人の人権感覚を
高めることができ
た。 
ただ、今年度は校

外研修が増え、現地
で見て聞いて学ぶ
機会が増えたが、復
講を実施すること
まではできなかっ
た。 
 

保護者や地域社
会に本校の人権
教育を肯定的に
受容してもらう
ことができたか。 

日々の授業の
様子や職員研
修の内容を、
学校ＨＰや便
り等で情報発
信を行う。 

小国郷の授業
研究会に全職
員で取り組む
体制を作る。
また、人権教
育の取組を学
校ＨＰや便り
・人権作文集
を活用して発
信する。学校
ＨＰに人権教
育のページを
作成する。 

Ｂ 小国郷の授業研究
会に向けては、全職
員で取り組む体制
を取ることができ
た。なお、授業研究
会では、本校の実践
を地域の学校に周
知するとともに、各
学校の取組を共有
することができた。
 また、小国町の人
権フェスティバル
では、人権ポスター
とメッセージを児
童生徒の声でケー
ブルテレビを通し
て届けることで、本
校の人権教育につ
いて情報発信を行
うことができた。 
 

「命を大
切にする
心を育む
指導」の
充実 
 
 
 
 

自分の命をはじ
め、他人や他の
生き物の命を大
切にする心の育
成ができたか。 
 

①児童生徒の
命の尊さに対
する理解を深
める。 
 

①全校集会等
で命に関する
学習を実施す
る。 
 
 

Ｂ ①人権週間に実施
した全校集会にお
いて、熊本県人権子
ども集会の動画を
視聴させ、自分や友
だち一人一人の良
さについて考えさ
せることができた。
 また、道徳や人権



 
 
 
 
 

学習の中で命の大
切さについて考え
させることができ
た。 
 

 ②自分や他者
への理解を深
めたり、偏見
や差別を防止
できるような
実践的行動力
を身に付けた
りする。 

②児童生徒の
発達段階に応
じた学習を、
個別に学習す
る時間を設け
ることを含め
て実施する。 

Ｂ ②心のきずなを深
める月間を活用し、
発達段階に応じて
各学部で人権学習
に取り組み、その中
で人権ポスターや
人権標語の作成を
行うことができた。
これにより、命の大
切さや思いやりな
どについて考えさ
せることができた。 
 

 
い じ め
の 防 止
等 
 

いじめの
未然防止
に向けた
取組の充
実 
 

職員のいじめ未
然防止に対する
意識を向上する
ことができたか。 

①「小国支援
学校いじめ防
止基本方針」
に対する共通
理解を図る。 

①年度当初に
職員の具体的
な行動指針や
役割分担につ
いて、共通理
解を図る。 

Ｂ ①本校のいじめ防
止基本方針やいじ
め防止対の考え方
について研修を行
い、全職員で共通理
解を図ることがで
きた。 
 

 
 

②いじめ防止
に関する研修
を行う。 

②いじめ防止
対策委員会に
おいて、心の
アンケート結
果やいじめ事
案の検証等を
行い、その内
容を踏まえた
研修を行う。 

Ａ ②いじめ防止対策
委員会において、心
のアンケート結果
やいじめ事案の検
証を行うとともに、
気になる生徒への
対応等について、外
部の専門家からア
ドバイスを受ける
ことができた。この
アドバイスを踏ま
え研修を実施する
こともできた。 
 

 ③相談機関の
活用について
の理解の促進
を図る。 

③児童生徒の
実態に応じた
相談機関活用
について、職
員が学習を行
う。 

Ｃ ③相談機関の活用
について十分に周
知することができ
ず、児童生徒に活用
させることができ
なかった。 
 

児童生徒に互い
を思いやる心の
育成を行うこと
ができたか。 
 

①児童生徒会
活動の充実を
図る。 

①役員会によ
る毎日のあい
さつ運動と学
期に１回のあ
いさつ旬間の
中で、児童生
徒同士のコミ
ュニケーショ
ンを図る。 

Ｂ ①役員会による毎
日のあいさつ運動
と学期に１回のあ
いさつ旬間を実施
することができた。
あいさつ旬間では、
相手（児童生徒同士
・施設職員・保護者
など）を意識したあ
いさつに取り組む
ことができた。 
 

 
 

②児童生徒一
人一人の実態
と状況の把握
を行う。 

②心のアンケ
ートをもとに、
個人面談を実
施する。 

Ｂ ②心のアンケート
では、事前に児童生
徒へいじめの認識
について確認を行
った上で取り組む
ことができた。 



 ③児童生徒及
び保護者のス
マートフォン
やＳＮＳ等に
対する危機意
識を高める。 

③各学部で情
報モラル教育
を行う。また、
保護者向けに
家庭のルール
づくりやフィ
ルタリングサ
ービスの利用
について啓発
を行う。 
 

Ｂ ③情報モラル教育
については、各学部
で実施状況が異な
るものの、それぞれ
の児童生徒に応じ
た内容で実施する
ことができた。 

 
地域 
支援 

阿蘇郡市
地域の学
校関係機
関への支
援の充実 
 

阿蘇郡市地域の
学校関係機関に
対する支援を充
実することがで
きたか。 

①外来相談、
巡回相談等の
充実を図る。 
 

①連携協議会
や実務担当者
会等で巡回相
談の手続きに
ついて説明す
る。また、巡回
相談において
は指導目標や
内容の具体化、
事後状況の情
報収集に努め
る。 
 

Ａ ①連携協議会、実務
担当者会、地区コー
ディネーター会議
等で巡回相談につ
いて、情報提供をす
ることができた。 
また、巡回相談に

おいては、具体的な
指導目標を検討し、
状況が改善した事
例もあった。 
 

 
 

②特別支援学
級担当者指導
力向上研修に
おいて、自立
活動の指導に
係 る 基 礎 研
修、実地研修
を 行 う こ と
で、地域の小・
中学校の特別
支援学級担当
者の専門性の
向上に寄与す
る。 
 

②関係機関や
学校等と連携
を図りながら、
特別支援学級
担当者指導力
向上研修の運
営を行う。ま
た、自立活動
の指導に関す
る基礎研修、
実地研修に向
けて資料や授
業参観の準備
を職員と連携
を密にしなが
ら進める。 
 

Ａ ②今期で第２期と
なる特別支援学級
担当者指導力向上
研修を実施するこ
とができた。集合型
で実施し、小学部、
中学部、高等部のそ
れぞれの授業場面
や学校生活の指導
場面を参観する機
会を設けることが
できた。 

 ③阿蘇中央高
校阿蘇清峰校
舎の「通級に
よる指導」体
制構築のため
の相談、支援
の充実を図る。 

③コーディネ
ーター間の連
携を密にし、
巡回相談にお
いて、個別の
教育支援計画
や指導計画の
作成、自立活
動の指導計画
の作成、自立
活動の指導に
関する研修・
助言等を行う。 
 

Ｂ ③「巡回相談」を３
回、「通級による指
導実施校視察」を２
回、その他では電話
相談を実施するこ
とができた。自立活
動の指導について
の助言はできたが、
指導計画の作成に
ついては十分には
できなかった。 

センター
的機能を
果たす学
校の職員
としての
専門性の
向上 

職員の持つ専門
性の向上を図る
ことができたか。 

①児童生徒の
教育的ニーズ
を的確に把握
する力を高め
る。 

①児童生徒の
実態把握や支
援・指導方法
の検討等に関
する情報提供
及び研修を実
施する。 
 

Ｂ ①研修を実施し、「
教科指導の目標設
定」「発達検査」に
ついて、児童生徒の
実態把握や指導目
標の設定について
情報提供を行うこ
とができた。 
 
 



 ②個々に適し
た教育活動を
実践できるよ
う支援を行う。 

②校内支援委
員会を実施し、
各学部から困
難事例を集約
するとともに、
より適切な指
導・支援方法
について組織
的に検討する
ことで、個々
の職員の専門
性の向上、個
々のニーズに
適した指導・
支援の充実を
図る。 
 

Ｃ ②職員会議におい
て校内支援委員会
の活用を周知する
とともに、各学部主
事から困難事例の
情報を集約するこ
とができた。 
ただ、各学部会で

あがった内容につ
いて、校内支援委員
会を実施すること
はなかった。 

 
地域連 
携(ｺﾐｭ 
ﾆﾃｨ･ｽｸ 
ｰﾙなど) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

総合型コ
ミュニテ
ィスクー
ルの充実 

総合型コミュニ
ティスクールを
推進することが
できたか。 

地域とともに
ある学校づく
りを行う。 

運営協議会委
員へ本校の取
組を周知する
とともに、本
校の取組を発
信し、地域と
ともにある学
校づくりに向
けた協議を行
う。 
 

Ｂ 本校の学校経営方
針、教育目標及び各
学部の学習活動の
説明を行うととも
に、学校の取組につ
いて評価を行って
もらうことができ
た。 

交流及び
共同学習
の充実 
 

交流及び共同学
習の充実を図る
ことができたか。 

切れ目のない
交流を行い、
地域との連携
を図る。 

対面だけでは
なくオンライ
ンによる交流
も含め、小・中
・高の発達段
階に応じた交
流を行う。 

Ｂ 地域の小・中・高や
他の特別支援学校
とオンラインで交
流を行い、クイズ形
式でお互いの学校
を紹介したり、地域
の観光スポットや
特産物を紹介した
りするなど、関係を
深めることができ
た。 
 

 
研修・ 
情報 
 
 
 
 

職員の指
導力の向
上と特別
支援教育
における
専門性の
向上 

職員の指導力の
向上を図ること
ができたか。 

自立活動の授
業に至るプロ
セスを明確に
する。 

自立活動の個
別の指導計画
を複数の職員
で作成する。 
 

Ａ 自校で作成したマ
ニュアルに則って、
クラスや学年等の
グループで自立活
動の個別の指導計
画を作成し、目的を
明確にした上で授
業を実施すること
ができた。 
 

ＩＣＴを効果的
に活用した授業
の充実を図るこ
とができたか。 

ＩＣＴ活用と
学力向上の関
係性を明確に
する。 

校内研究会や
学部会等にて、
ＩＣＴ活用の
実践を共有し、
効果的な活用
について検討
する。 

Ａ 
 

ＩＣＴの操作方法
や実践事例の共有
に関する研修を実
施するとともに、年
度末には各自実践
事例をレポートに
まとめ、成果と課題
を分析することが
できた。 
 

情報教育
の推進と
校務の情
報化の推
進 

情報機器を安全
に使うための環
境整備ができた
か。 

情報モラル教
育やルール作
りに関する学
習の充実を図
る。 

各教科の年間
指導計画にＩ
ＣＴ活用を位
置づけ、計画
的に学習を進

Ｂ 学校全体の情報教
育年間指導計画を
作成した。それに従
い、道徳、職業・家
庭、職業等を中心に



める。 
 

各学部で計画的に
情報モラルに関す
る授業を実施する
ことができた。 
 

ＩＣＴ機器を活
用し業務の効率
化を図ることが
できたか。 

情報機器の効
率的な活用を
図る。 

校務にかかわ
る情報を電子
化し、共有で
きるようにし
たり活用に関
する職員研修
を実施したり
する。 
 

Ａ 授業計画や職員研
修に関する資料を
電子化することで、
効率的に情報を共
有することができ
た。各種アンケート
についても電子化
することで集計に
かかる時間を大幅
に短縮することが
できた。 
 

 
安全 
管理 
 

いのちを
守る安全
教育の推
進 

児童生徒の安全
確保のための環
境整備ができた
か。 

①安全点検の
計画的な実施
と、早期改善
を図り、危険
箇所を０にす
る。 

①月１回安全
点検を行うと
共に、非常用
備蓄品、自転
車等の点検を
定期的に行い、
危険箇所の早
期 発 見 、 早
期改善を図る。 
 

Ｂ ①定期的な安全点
検を務めることで、
未然の事故防止に
努めることができ
た。 

 ②ヒヤリハッ
トに年間通し
て継続的に取
り組む。 

②教育活動中
にヒヤリとし
た内容を記録
し、原因を考
察して全職員
で情報を共有
し、事故の未
然防止に努め
る。 

Ａ ②特に早急に共通
理解が必要な事案
について、回覧及び
職員朝会での周知
を実施した。そのこ
とで、職員の危機管
理意識を向上させ、
再発防止に繋げる
ことができた。 
 

 ③児童生徒行
方不明時、不
審者侵入時に
迅速な対応を
とることがで
きるよう体制
を整備する。 

③安全対策マ
ニュアルを活
用し、捜索訓
練・不審者対
応訓練を実施
するとともに、
緊急時には組
織的な対応を
図ることがで
きるようにす
る。 
また、県の

モデル様式「
危機管理マニ
ュアル」に沿
って本校のマ
ニュアルを見
直す。 
 

Ｂ ③安全対策マニュ
アルを基に、地震・
火災・不審者に対す
る訓練を実施する
ことができた。 
また、本校の「危

機管理マニュアル」
については、見直し
作業を続けている
段階である。次年度
も継続して取り組
む。 

 ④防災教育、
防災体制の充
実を図る。 

④全校集会で
防災教育を行
うとともに、
防災委員会に
おいても、児
童生徒の防災
意識の向上を
図る。 
また、避難

Ｂ ④全校集会での防
災教育については、
児童生徒の実態が
幅広かったため、深
い学習とはならな
かった。そのため、
９月の防災月間で
は、学部毎に授業を
実施し、実態に応じ



訓練を通し災
害時にマニュ
アルに沿った
行動ができる
ようにすると
ともに、本校
職員にとって
実効性の高い
マニュアルを
作成する。 

て的を絞った学習
を実施することが
できた。 
また、各種避難訓

練では、児童生徒・
職員共に真剣に訓
練に参加し、実りあ
る訓練とすること
ができた。 
 
 

 

４ 学校関係者評価 
① 学校経営については、引き続き信頼される学校づくりに向け、業務改善と働き方改革をさ 
らに推進する必要がある。 

② 授業の充実については、カリキュラムマネジメントを確実に進める必要がある。 
③ キャリア教育について、特に、キャリア教育の充実に向けて、キャリアパスポートで取り 
扱う内容を、学部間及び各学部で関連や系統性を意識した取組を進める必要がある。 

④ 生徒（生活）指導については、特に、安全教育の充実に向けて、本校の児童生徒自身がマ 
ナーを守っても事故にあう危険性があること等を、小国警察署と連携しながら伝えていく必 
要がある。また、児童生徒会活動の充実に向けては、委員会活動を十分に実施することがで 
きなかったので、内容を見直し計画通り実施できるようにする必要がある。 

⑤ 人権教育については、本校の人権教育の取組についての発信が足りなかったので、「人権 
だより」やホームページでの周知を行う必要がある。 

⑥ いじめの防止については、いじめの未然防止に向けた取組として相談機関の活用について 
十分に周知することができなかったので、次年度は確実に実施する必要がある。また、心の 
アンケートの活用については、次年度、自己理解及び他者理解を含めた児童生徒同士の相互 
理解が進むような指導・支援を行う必要がある。さらに、情報モラル教育については、人権 
教育とも関連させ学校全体で行う必要がある。 

⑦ 地域支援については、阿蘇郡市地域の学校関係機関への支援の中で、事後の情報収集にお 
いて状況の改善が見られないケースもあったため、継続して支援を行う必要がある。 

⑧ 地域連携については、特に、総合型コミュニティスクールの充実に向けて、運営協議会委 
員の精選を行っていく必要がある。また、交流及び共同学習の充実に向けては、小学部・中 
学部で対面での交流の中で、同学年の友達と触れ合うことの楽しさを経験することができた 
ので、対面での実施を軸に計画を立てていく必要がある。 

⑨ 研修・情報については、次年度からの研究を充実したものにする必要がある。 
⑩ 安全管理については、特に、いのちを守る安全教育の推進について、避難訓練等の在り方 
や日程に改善の余地があるので、検討を続ける必要がある。 

・ 

５ 総合評価 
保護者へのアンケートからは、保護者の９２％が「入学させてよかった」に、８１％が「学

校に行くことを楽しみにしている」に「そう思う」との回答を頂いており、全体としては評価
して頂いていると思われる。 
しかし、「学校に行くことを楽しみにしている」に「あまり思わない」と回答した保護者等

が数名おられ、サポートセンター悠愛の職員からは「一部の生徒は行きしぶりがある」との情
報も頂いている。 
児童生徒への寄り添い方に更なる工夫が必要であると感じると同時に、保護者及びサポート

センター悠愛との連携を強化する必要がある。 

 

６ 次年度への課題・改善方策 
具体的な改善方策としては、「４ 学校関係者評価」で示した内容を踏まえて改善を行って

いく。ただ、この改善が学校の独りよがりなものにならないためにも、保護者等や地域との連携
強化を図りながら、地域に信頼される学校づくりを行う。 

 


